
 

 

 

 

                                      解散認定申請書 

 

                                                                     年    月    日 

（あて先） 

    滋賀県知事 

 

                                        申請者   

                        特定非営利活動法人の名称 

                                             主たる事務所の所在地 

                        代表者の氏名                      印  

 

  下記のとおり特定非営利活動法人を解散することについて特定非営利活動促進法第31条第２

項の認定を受けたいので、申請します。 

                                            記 

 

１  事業の成功の不能となるに至った理由および経緯 

 

 

２  残余財産の処分方法 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

                                        解散届出書 

 

                                                                     年    月    日 

（あて先）     

滋賀県知事 

 

                                   届出者   

                        清算人   

                        住所または居所 

                               氏名                       印 

 

 下記のとおり特定非営利活動法人を解散したので、特定非営利活動促進法第 31条第４項の規定

により、届け出ます。 

記 

 

１  特定非営利活動法人の名称 

２  解散事由    

   (１)社員総会の決議 

   (２)定款で定めた解散事由の発生 

   (３)社員の欠亡 

   (４)破産手続開始の決定 

３  残余財産の処分方法    

 

 

 



 

 

 

                                                                                    

                                  残余財産譲渡認証申請書 

                                                                     年    月    日 

（あて先）     

滋賀県知事 

 

                                      申請者   

                      清算人   

                        住所または居所 

                                               氏名                         印 

 

 

  下記のとおり残余財産を譲渡することについて、特定非営利活動促進法第 32条第２項の認証を

受けたいので、申請します。 

 

                                            記 

 

１ 特定非営利活動法人の名称 

２  譲渡される残余財産 

 

     

３  残余財産の譲渡を受ける者 

 

 



 

 

 

 

                                      合併認証申請書 

 

                                                                     年    月    日 

（あて先） 

    滋賀県知事 

                                    申請者   

                     合併しようとする特定非営利活動法人の名称 

                                          主たる事務所の所在地 

                                       代表者の氏名                          印 

                                          合併しようとする特定非営利活動法人の名称    

     

                                          主たる事務所の所在地                   

                                          代表者の氏名                          印 

 

  下記のとおり合併することについて特定非営利活動促進法第 34条第５項において準用する同

法第 10条第１項の規定により認証を受けたいので、申請します。 

 

                                            記 

 

１  合併後存続する（合併によって設立する）特定非営利活動法人の名称  

２  代表者の氏名 

３ 主たる事務所の所在地 

４  定款に記載された目的 

 

 

 



 

 

 

                                    合併登記完了届出書 

                                                                     年    月    日 

（あて先） 

    滋賀県知事  

 

                                        届出者   

                                            特定非営利活動法人の名称 

                                            主たる事務所の所在地 

                              代表者の氏名                           

 

  合併の登記をしたので、特定非営利活動促進法第39条第２項において準用する同法第 13条第

２項の規定により、届け出ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

                                     清算人就職届出書 

 

                                                                     年    月    日 

（あて先） 

    滋賀県知事 

 

                                       届出者   

                        清算人   

                          住所または居所 

                                 氏名                          

 

  下記のとおり              の解散に係る清算中に清算人が就職したので、特

定非営利活動促進法第 40条において準用する民法第 77条第２項の規定により、届け出ます。 

 

 

                                            記 

 

１ 特定非営利活動法人の名称 

 

２  清算人の氏名および住所または居所    

                       

３  清算人が就職した年月日    

                                        年  月  日 

 

 

 



 

 

 

                                      清算結了届出書 

                                                                     年    月    日 

（あて先） 

    滋賀県知事 

                                       届出者   

                        清算人   

                          住所または居所 

                                 氏名                              

                                                 

                    の解散に係る清算が結了したので、特定非営利活動促進法

第 40条において準用する民法第 83条の規定により、届け出ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


